
ＳＮＳ 新たな戦略品目

落花生･にんにく･さつまいも
マイワシ･ニシン･ブリ

主力道産品目
米(日本酒)･牛乳・乳製品

小麦･和牛･花き
ホタテ・ホッケ・菓子･ワイン等

戦略的な需要の取込み
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１ 本道の強みを最大限活用した需要の取込み 予算額：９０１億円

戦略品目の育成や効果的プロモーションによる需要の取込み 10



金融面での支援

コロナ禍による
売上減少からの復活

デジタル技術の
導入・利活用

ポストコロナに向けた
競争力の強化

２ コロナ禍からの経済の再生と地域産業の活性化 予算額：３，４０３億円

コロナ禍の影響を受けた中小・小規模企業の新たな取組の促進 11



2
入国後の掛かり増し待機費用を支援

外国人技能実習生等の入国

原則停止

３月～

緩和

２ コロナ禍からの経済の再生と地域産業の活性化

現状（～２月）

新規入国

待機期間 ７日間

入国者数上限 3,500人/日

許 可

３日間
（入国３日目検査で陰性の場合）

5,000人/日

公共交通機関 不 使 用



ユースプランナー制度の創設

北
海
道

道内
大学生
ユース

プランナー

ヤングケアラー支援
※北海道ケアラー支援条例の制定

子育て支援の総合的な推進
※医療的ケア児支援センターの設置

３ 健全な成長につながる豊かな社会環境づくり 予算額：６０億円

次世代の声を子育て支援につなげる
3

発信

｢共感｣道の
子育て施策を

｢体験・実感｣

子育てに関する
情報共有・意見交換

友人
知人

（非予算事業）



ワンストップ相談体制

脱炭素に向け
た協議会立ち
上げ支援

計画策定に
向けた支援

未着手段階

具体的な課題
解決に向けた
支援

ソフト面の支援

ゼロカーボン
地域プロジェクト

市町村・民間等のコンソーシアム

ゼロカーボン・モビリティ
（新エネ、ＥＶ、地域レジリエンス）

ゼロカーボン・イノベーション
（新エネ先端技術の地域実装）

ゼロカーボン・ビレッジ
（新エネ需給一体型のまちづくり）

道

国 脱炭素先行地域を支援

地域の段階に応じた支援

検討段階 実践段階

４ 地域の特色を活かし全道一丸で取り組む「ゼロカーボン北海道」

道

予算額：１９３億円

国

道

地域への支援によるゼロカーボン北海道の推進

ハード面の支援

4



プラゴミの削
減、マイボトル
を持ち歩こう！

《ゼロカーボン北海道チャレンジプロジェクト》

木を植えて、育
てて楽しもう！

環境の未来につ
いて考えよう！

ＣＯ2排出量を
知ろう！

家庭

取組成果
実感アプリ

事業者

排出量
公表ボード

ナッジの活用

情報発信
効果検証

４ 地域の特色を活かし全道一丸で取り組む「ゼロカーボン北海道」

見える化 行動変容

CO2排出量の「見える化」やナッジの活用による行動変容の促進 5



■木質バイオマスのエネルギー
利用の促進

■ブルーカーボンの活用検討と
取組支援

■環境への負荷を軽減した
農業の促進

■森林資源の循環利用の確立

吸収源対策

農 林

水

■漁業系廃棄物のリサイクル促進

排出量削減
排出量削減

吸収源対策

排出量削減吸収源対策

４ 地域の特色を活かし全道一丸で取り組む「ゼロカーボン北海道」

自然豊かな本道の利点を活かした吸収源対策の推進 6



積雪寒冷条件下における飛行実証

■積雪で孤立した集落への物資配送 ■災害発生時の避難誘導

さらなる可能性の調査・検証

野生鳥獣の
調査

森林の
生育状況調査

農作物
生育管理

コンブの
生育状況把握

橋梁・ダム等
建設物の点検

荷物の運搬

災害時の被災状況の
把握や物資輸送

５ 暮らしや産業へのデジタル化の浸透による「北海道Society5.0」の実現

積雪寒冷地対応ドローンの実証による「北海道Society5.0」の推進

予算額：１８億円
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0

「次世代データセンター」の誘致と関連産業の集積

■省エネルギーの実現

■豊富な再生可能エネルギー
の活用

■北米・欧州との地理的近接性

■同時被災リスクの回避

国内最大規模の次世代データセンターの拠点化

北海道＝国内の最適地

「グリーン」×「デジタル」かけ合わせによる相乗効果

■テレワークの浸透

コロナ前からの本社移転増加数 ： 全国１位

7

33

46

32
５倍に急増

4
14

首都圏・本社移転動向調査（2021年 ㈱帝国データバンク）

北海道 大阪府 宮城県

8

2019年

2021年

＜脱炭素の優位性＞ ＜地理的優位性＞



○道有施設の太陽光パネル設置

○公用車の次世代自動車化

○新・改築等の庁舎ＺＥＢ化

ゼロカーボン デジタル

■道自らの計画達成に向けた取組 ■Ｓｍａｒｔ道庁の推進

全職員にスマートフォンの配付

多様な働き方の実現

本格運用に先駆けたモバイルワークの試行

５ 暮らしや産業へのデジタル化の浸透による「北海道Society5.0」の実現

道の率先行動による取組の加速化

４ 地域の特色を活かし全道一丸で取り組む「ゼロカーボン北海道」
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